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九州管内の特定信書便事業への参入状況
【参考】

【県別・参入事業者数】
特定信書便事業者の参入状況を県別にみると、福岡県が2８者で最も多く、佐賀県14者、長崎県10者、熊本県９者、鹿児島県6
者大分県3者、宮崎県3者となっています。 （注＝今回許可した事業者）

【役務種類別・参入事業者数】
特定信書便事業の役務種類別にみると、1号役務が71者で最も多く、3号役務が33者、2号役務が22者の順になってい

ます。（複数の役務を提供する事業者があるため、役務種類別事業者数の合計と特定信書便事業者数は一致しません。）

九州管内の特定信書便事業者は73者（全国は612者）
令和6年６月２0日現在
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